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知識創造・移転プロセスにおける海外拠点の重要性

西　脇　暢　子

はじめに

グローバル企業組織の管理（海外子会社や現地法人のガバナンスと統制）に関する研究は

数多く存在し，巨大なネットワークを形成している．しかし，その大半が本国本社からの統

制に焦点を当てている点が興味深い．こうした研究では，現地工場や支店を含む海外拠点は

受動的な存在とみなされ，本国本社によって戦略的に運営されている．現代MNEの海外拠

点は，自律性と高い組織能力を獲得することで，開発，生産，販売などのファンクションの

業務をより高度なレベルで遂行するとともに，技術や新製品開発の原資となる知識の獲得，

創造，移転を主導的に行うなど，イノベーションの推進役としても重要な役割を果たすよう

になっている．拠点が高度化する役割を遂行し続けるためには，自らの組織能力を向上させ

るための様々な取り組みを継続的に行うことが求められる．その具体的内容を 2つの事例調

査を通じて明らかにした．

1．海外生産拠点における従業員トレーニングプログラムの開発と実施

この事例では，生産拠点が組織体制や既存のマネジメントのやり方を適宜見直し，必要に

応じて刷新，変革していく「マネジメントイノベーション（management innovation: 以下

MI）」をどのように行っているかを，拠点への聞き取り調査を通じて明らかにした．MIは

近年注目されている新しいタイプの組織イノベーションで，たとえば「これまでのものとは

本質的に異なるマネジメントのプラクティス，プロセス，構造，技術を発明，実行すること

であり，それによって組織の更なる目的達成をめざすこと（Birkinshaw & Mol, 2006; 

Birkinshaw, et al., 2008）」と定義される．具体例として，リーン生産システム（LPS），Mフォー

ム，複式簿記，などがある（Birkinshaw & Mol, 2006）．MIは図 1のように，①危機や課題に

直面するなど，何らかの形で現在の限界を認める「現状不満足（dissatisfaction with the status 

quo）」，②革新を起こすヒントや土台となる情報の探索と獲得の段階である「他のソースか

らのインスピレーション」，③それを具体的なプラクティスにする「発明（invention）」，④

開発されたプラクティスがイノベーションと認定されるプロセスである「組織内外からの承

認（internal and external validation）」，⑤それが他組織に広がる「他組織への普及（diffusion 

to other organizations）」，の 5つのステージで構成される（Birkinshaw & Mol, 2006）．

LPSを導入する多くの企業や生産現場において，トレーニングは労働者を標準化された労

働力へと変革する手段である．これにより労働者は生産に必要な共通の技能と知識を共有

し，組立などの物理的作業を遂行し，同水準の成果を生み出す．新規採用のブルーカラー労
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働者向けに実施される導入トレーニングは，労働者が既に有する能力と組織が求める能力と

のギャップを埋める最初の訓練である．研修生は技術的スキルと非技術的スキルの両方を習

得する必要がある．非技術的スキルとは，業務に関する適切な判断を下すのに役立つもので

ある．例えば，現場での行動規範，すべきこと・すべきでないこと，作業完了時期の判断方

法，次の工程へ移すべきタイミングの判断方法などが挙げられる．多くの海外子会社を擁す

るグローバル組織において，導入トレーニングは以下の二つの要件を満たすことが期待され

る．

1）限られた期間内に，全ての研修生を標準化された労働力として育成し，同一の技能・知

識・価値観を共有させること．

2）そのプロセス，進捗，成果が生産現場と親会社によって適切にチェックされ，管理され

ること．

（1）調査事例

調査対象事例は，チェコで操業するドイツ系自動車部品メーカーの製造拠点（A）と日系

自動車部品メーカー2社の製造拠点（B，C）が新規に開発，実施中のトレーニングプログ

ラムである．ドイツ拠点は DECZ，日系企業は Dojoと呼ばれている．3拠点は組織内外の

環境変化に起因する人材獲得難の対応策として，新たにトレーニングプログラムを開発，導

入した．主な調査内容は，各拠点が新規に開発したトレーニングプログラムの内容，開発の

経緯と背景，元なるアイディアの入手方法，本国本社からのサポートの有無，現時点での成

果である．

（2）発見事項

インスピレーションの元となった知識は，①本国本社の組織内知識，②本国本社の社会的

環境を規定する諸制度，である．入手経路は，a）駐在員や本国からの支援者を通じて獲得，

b）MIのコアメンバーが書籍などの二次資料などを使って学習，に大別される．a）は拠点

からの要請によって実現したもので，本国の命令によるものではない．

MIのタイミングを決める要因は，①有効な資源へのアクセシビリティがある，②既存プ

図 1　MI プロセス
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ログラムの限界が認知されている，③他に解決すべき重要な課題がない，の 3点である．こ

の結果は，MI着手のタイミングは，拠点が既存プログラムによる問題解決の限界を認知し，

他に優先すべき課題がなく，かつそのために利用可能な資源へのアクセシビリティをもつと

きに着手されることを示している．

本国の関与の程度は，拠点 Aが積極的，拠点 BCは消極的である．その理由として，本

国の前者戦略と拠点MIの関係が明確あるいは不明確か，本国と拠点が地理的に近いか否か，

が影響していると考えられる．拠点 Aは生産現場の IT化戦略の主導的役割を担っており，

本国との距離も近い．BCは現地進出の主要取引先への安定的な製品供給を主な目的として

おり，特段戦略的な役割を担っているわけではない．そのことが拠点に対する本国の関心を

低くし，地理的距離の大きさとともに，本国の関与を弱める要因になっていると考えられる．

獲得した知識をMIに具体化する「発明」と「内部承認」は同時並行的に行われる．発明

はMIを主導するキーマンが獲得した知識を自らの発想で具体化するプロセスであるが，拠

点の場合，本国本社や地域統括拠点から必要な承認を得ながら進められる．発明と承認では，

キーマンとその支援者とのコラボレーションが重要になる．主な支援者は，拠点のメンバー，

本国本社に所属するメンバー，外部アクター（拠点の活動地域の組織と個人）である．彼ら

と良好な関係を形成しつつも，常に拠点側がMIを主導することがMIを成功に導く．

2．現地統括機能の役割

この調査では，シンガポールで活動するコンサルタントへの聞き取りを通じて，日系企業

の現地統括拠点が知識の移転において果たしている役割を調査した．

（1）背景

シンガポールには，日本企業が約 3，000社進出しており，その中で 6割程度が統括本部

を置いている．元々，シンガポールにおける海外拠点は製造・輸出拠点としてスタートして

いる．その当時は製造原価が安く，また港が利用可能であったためだった．その後，シンガ

ポール政府が産業集積政策をとった．その結果，誘致したい企業とそうでない企業を仕分け

し，誘致したい企業は積極的に誘致し，そうでない企業は排除する形になった．

誘致したい産業は最初は石油化学であり，その後は製薬，半導体というような狭い土地で

高付加価値を出せる業種であった．一方，電機のようなあまり付加価値が大きくない産業は

出ていく対象となった．三菱電機や日立，ソニーは既に進出していたが，これらは生産拠点

を移す一方で，統括本部としてシンガポールを利用し始めた．1992年にソニーと東芝が統

括本部をシンガポールに置いたのが最初と思われる．統括本部は，物流と調達が中心であり，

それをサポートするものとして金融機能が加えられた．ロンドンやボストンなどを見るとわ

かるように，金融は港町でしか発達したい．というのは，ものを買うタイミングとものが動

くタイミングがずれが生じる際に金融が必要になるためである．
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シンガポールは，人材のハブとなる政策を推し進めている．2009年に Home for Talent, 

Home for Business, Home for Innovationの 3つの Homeになるという政策を開始し，ビジネス

スクールとしては最初に INSEADを誘致し，その後 20-30校のビジネススクールができてい

る．これ以外にコーポレートユニバーシティの誘致も積極的に行っており，日本では三菱商

事や横河電機が Leadership Training Centerを置いている．

（2）多様化する統括拠点の役割

命令系統（指示する・されるの関係）が全世界的にばらつくのがグローバル化である．各

会社がどの機能をどのように捉えるかによって，地域統括本部にどのような機能を持たせる

かが決まってくる．その際，コーポレート，ビジネス・ユニット（BU），ファンクションの

三つがどこが強いかが問題となる．このことと人事を動かす権限は表裏一体となっている．

事業部ごとに利益がばらついている場合にはコーポレートが強くなる．また，何かあった

時に本国に呼びつけたいというようなことがあれば，コーポレートが強くなる．このフレー

ムは基本的に欧米企業も同じであるが，日本企業よりはるかに進んでいる．欧米企業の場合

には，もともとの国籍にとらわれずにどこに何の機能を置くかを決めている．

アジア統括会社は，東京の本社とアジア統括会社という上限関係ではなく，統括会社が特

定の機能や事業を全世界的に統括するようなインターナショナル・ヘッドクオーターを作る

ようになってきている．この意味で，本社からの知識移転というものが必要なくなっている．

本社と現地は全く異なることをやっており，必ずしも関係がないために知識移転ということ

そのものが課題となっていない（議論の対象にもなっていない）．分野によってはシンガポー

ルが本社とか親会社で東京が支社というところもある．

シンガポールはハブ拠点であり，内需型のビジネスとは異なる．内需型のビジネスにおい

ては知識移転というものは有効であり，課題となる．日本はもともと内需型に強く，東京は

内需型のビジネスの拠点である．これに対して，シンガポールは外需型の物流や金融の拠点

であり，そもそも知識移転ということが課題にならない．外需型の場合には全世界的に効率

よくやったほうがよいため，世界で一か所に集中させてしまうほうがよい．

3．考察

知識マネジメントには，知識とは何か，それをマネジメントするのはどのようなことか，

という大きな 2つのイッシューが含まれている．グローバル展開する大規模企業では，これ

らの問題に加えて，組織内境界線の越境が大きな課題となる．なぜなら，大規模組織の場合，

知識マネジメントは現地法人や駐在事務所など，地域差のある下位単位内および下位単位間

で展開されるほか，それを管理する本国の部門および HQを介して行われるため，組織全体

での知識の活用にあたっては組織内境界線をこえた知識の移転と移転先での活用が必要にな

るからである．
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国境をまたぐ知識移転の課題の一つが，知識の移転と知識の使い方に関する知識の移転を

どのように行うかである．先行研究が説明する暗黙知から形式知への転換による知識移転

は，知識とそこに付帯するコンテクストの中から純粋に知識コアの部分だけを取り出すか，

コンテクストを共通化して移転の障害でなくする作業である．この作業はいわば知識のコン

テクストフリー化であり，それによって知識はどのユニットでも利用できるようになる．し

かし，知識の中には，ルーティンやプログラムのように，他の知識や組織の諸要素と一体化

することで一つの知識として機能しているものがある．知識の使い方に関する知識はまさに

このタイプであり，知識を使うための予備知識，知識の利用手順，使う際の注意点など，一

つの知識の枠組の中に複数の知識やコンテクストを含む．知識とコンテクストが一体的に機

能している場合，知識とコンテクストの切り離しをすると知識としての機能や価値が損なわ

れる恐れがあるため，形式化はできないし，すべきではない．このような知識の移転は，知

識の形態転換以外の何らかの方法が必要になる．

生産現場での新規採用従業員むけ導入トレーニングの事例から得られた発見は，拠点の

MIは，拠点側が自組織および自組織を取り巻く環境を考慮してたてる戦略に基づいて開発，

実行されることである．MIプロセスは本国からの知識移転がインスピレーションの元とな

ることから，ベストプラクティスの移転（e. g. Szulanski & Jensen, 2004）のような本国主導

の知識移転と似ている．しかし，プロセス全体を拠点側のリーダーシップで進める点，拠点

が自組織と周辺環境の長期的存続と発展を考慮して行う点で，本国主導の知識移転とは異な

る．

統括拠点の調査では，組織の諸機能の管理および統括をどの地域で行うかが，グローバル

レベルでの知識移転と関わることが明らかになった．たとえば，統括拠点がグローバルレベ

ルの人事機能をもつと，人を介して本国から現地への知識移転が効果的になされるだけでな

く，現地の大学などと連携した人材育成が行われるなど，会社の枠組みを超えた知の創造や

連携が後押しされる．こうした効果は，個別の BUのマネジメントとMNE全体の統制をよ

り機動的に行えるようにするほか，組織の各所で行われる知識の利用，共有，創造のプロセ

スを組織全体で適切にコントロールすることで，現代日本企業の知識企業化を推進してい

る．
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